
給
与
改
定
は
32
年
ぶ
り
の
高
水
準
と
な

る
も
配
偶
者
に
係
る
扶
養
手
当
は
廃
止

へ
今
回
の
給
与
改
定
は
32
年
ぶ
り
の
高

水
準
、
２
．
７
％
の
給
料
月
額
引
上
げ
、

ボ
ー
ナ
ス
０
．
１
月
分
引
上
げ
が
人
事

委
員
会
の
勧
告
通
り
実
施
さ
れ
ま
す
。

給
料
表
の
改
定
（
平
均
改
定
率
）
で

は
、
教
育
職
給
料
表
（
３
）
（
１
～
特

２
級
）
は
、
４
．
７
０
％
（
１
４
８
２

７
円
）
、
再
任
用
教
職
員
２
．
４
４
％

（
６
９
０
０
円
）
。
教
育
職
給
料
表

（
４
）
（
１
～
特
２
級
）
は
、
４
．
８

５
％
（
１
５
５
１
３
円
）
、
再
任
用
教

職
員
２
．
４
５
％
（
６
９
０
０
円
）
の

上
昇
と
な
り
、
24
年
４
月
１
日
に
遡
っ

て
支
給
さ
れ
ま
す
。

そ
の
一
方
で
、
配
偶
者
に
係
る
扶
養

手
当
が
廃
止
さ
れ
ま
す
。
し
か
し
、
25

年
４
月
１
日
か
ら
26
年
３
月
31
日
ま
で

は
経
過
措
置
と
し
て
月
額
３
５
０
０
円

が
支
給
さ
れ
ま
す
。
一
方
、
子
に
係
る

扶
養
手
当
は
月
額
１
１
５
０
０
円
と
な

り
ま
す
。

再
任
用
教
職
員
に
も
住
居
手
当

地
域
手
当
の
改
定
は
、
４
％
と
な
り

ま
し
た
が
、
経
過
措
置
と
し
て
25
年
度

も
３
％
に
据
え
置
か
れ
ま
す
。
住
居
手

当
の
改
正
で
は
、
再
任
用
教
職
員
も
支

給
対
象
と
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
実

施
時
期
は
、
25
年
４
月
１
日
か
ら
の
実

施
と
な
り
ま
す
。
な
お
、
持
ち
家
は
対

象
外
と
な
り
ま
す
。

育
児
を
行
う
教
職
員
の
時
間
外
勤
務
等

の
制
限
が
拡
充

育
児
関
係
の
改
正
が
２
点
あ
り
ま
す
。

一
点
目
は
、
育
児
を
行
う
教
職
員
の
時

間
外
勤
務
等
の
制
限
の
改
正
が
25
年
４

月
１
日
か
ら
実
施
さ
れ
ま
す
。
改
正
内

容
は
、
対
象
と
な
る
子
ど
も
が
現
行
の

「
３
歳
に
満
た
な
い
子
」
か
ら
改
正
後

は
、
「
小
学
校
就
学
の
始
期
に
達
す
る

ま
で
の
子
」
に
拡
大
さ
れ
ま
す
。
し
か

し
、
申
請
が
必
要
で
す
の
で
、
該
当
す

る
方
が
自
分
で
所
属
長
に
申
し
出
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。
全
教
北
九
州
は
、
こ

れ
で
は
不
十
分
で
あ
り
、
「
子
育
て
日

本
一
」
を
標
榜
す
る
な
ら
、
教
育
委
員

会
が
管
理
職
に
対
し
て
該
当
者
へ
説
明

を
す
る
よ
う
指
導
す
る
こ
と
を
強
く
求

め
て
い
ま
す
。

｢

子
育
て
部
分
休
暇｣

の
新
設

二
点
目
は｢

子
育
て
部
分
休
暇｣
の
新

設
で
す
。
こ
れ
は
、
従
来
の｢

子
育
て
部

分
休
業｣

が
改
め
ら
れ
た
も
の
で
す
。
対

象
が｢

小
学
校
就
学
の
始
期
に
達
す
る
ま

で｣

か
ら
、｢

満
６
歳
に
達
す
る
日
後
の

最
初
の
４
月
１
日
か
ら
満
９
歳
に
達
す

る
日
以
後
の
最
初
の
３
月
31
日
ま
で
の

間
に
あ
る
子｣

に
３
年
足
伸
ば
し
さ
れ
ま

す
。
さ
ら
に
障
害
児
で
あ
る
子
は｢

満
12

歳
に
達
す
る
日
以
後
の
最
初
の
３
月
31

日
ま
で
の
間
に
あ
る
も
の｣

に
延
ば
さ
れ

ま
す
。

会
計
年
度
任
用
職
員
の
給
料
及
び
報
酬

の
改
定

会
計
年
度
任
用
職
員
の
給
料
及
び
報

酬
の
改
定
は
、
給
料
表
の
改
定
に
伴
い

改
定
さ
れ
ま
す
。
実
施
時
期
は
、
24
年

度
冬
季
の
期
末
手
当
の
支
給
対
象
の
職

員
は
４
月
１
日
に
遡
り
ま
す
。
期
末
手

当
の
支
給
対
象
職
員
以
外
の
職
員
は
24

年
12
月
１
日
と
な
り
ま
す
。

早
期
希
望
退
職
の
実
施
、
退
職
手
当
の

ピ
ー
ク
時
特
例
な
ど

こ
の
ほ
か
、
早
期
希
望
退
職
の
実
施
、

定
年
引
上
げ
に
伴
う
退
職
手
当
の
基
本

額
の
計
算
方
法
に
係
わ
る
特
例
の
改
正

（
ピ
ー
ク
時
特
例
）
、
特
殊
勤
務
手
当

制
度
の
改
正
、
も
ち
ろ
ん
ボ
ー
ナ
ス
の

改
定
も
勧
告
通
り
行
わ
れ
ま
す
。

職
場
の
切
実
な
声
を
教
育
委
員
会
に
と

ど
け
交
渉
に
臨
み
ま
す

後
半
の
交
渉
で
は
、
常
勤
講
師
の
２

級
適
用
、
会
計
年
度
任
用
職
員
の
更
新

上
限
廃
止
、
更
な
る
育
児
介
護
休
業
法

改
正
に
伴
う
足
伸
ば
し
、
暫
定
再
任
用

職
員
の
給
与
改
善
、
事
務
補
助
剥
が
し

を
も
と
に
戻
す
こ
と
な
ど
切
実
な
職
場

の
声
を
教
育
委
員
会
へ
届
け
交
渉
に
臨

み
ま
す
。
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給与改定交渉・教育大運動 特集 この新聞はすべての教職員に配布しています全教北九州 検索

新聞 全教北九州

全教北九州市教職員組合

2024年10月25日

職場の切実な声を教育委員会にとどけ後半の交渉へ臨みます

小
倉
造
兵
廠
⑥

（
小
倉
北
区
）

建
物
疎
開

１
９
４
３
年
12
月｢

都
市

疎
開
実
施
要
綱｣

が
閣
議
決

定
さ
れ
、
北
九
州
五
市
も

疎
開
地
区
に
指
定
さ
れ
ま

し
た
。
44
年
３
月
に
は｢

決

戦
非
常
措
置
要
綱｣

（
同
年

２
月
閣
議
決
定
）
に
基
く

｢

一
般
疎
開
促
進
要
綱｣

が

決
定
さ
れ
、
疎
開
は
自
発

的
な
も
の
か
ら
強
制
疎
開

へ
と
強
化
さ
れ
ま
し
た
。

小
倉
市
の
建
物
疎
開
は
、

造
兵
廠
へ
の
延
焼
を
防
ぐ

た
め
に
防
火
帯
を
つ
く
る

も
の
で
し
た
。
44
年
４
月

か
ら
終
戦
ま
で
４
次
に
わ

た
っ
て
疎
開
が
実
施
さ
れ
、

７
千
９
百
戸
（
８
千
７
百

戸
と
す
る
説
も
）
が
取
り

壊
さ
れ
防
火
帯
（
疎
開
空

地
）
が
作
ら
れ
ま
し
た
。

旦
過
市
場
も
強
制
疎
開
の

対
象
と
な
り
解
体
さ
れ
ま

し
た
。
小
倉
市
の
人
口
は

造
兵
廠
の
疎
開
も
あ
り
、

42
年
の
約
22
万
人
か
ら
45

年
に
は
約
13
万
人
（
同
年

10
月
調
べ
）
に
減
少
し
ま

し
た
。
な
お
北
九
州
全
体

で
は
約
３
万
２
千
戸
が
取

り
壊
さ
れ
ま
し
た
。

現
在
の｢

平
和
通
り｣

、

｢

浅
香
通
り｣

、｢

小
文
字
通

り｣

（
全
て
小
倉
北
区
）
は

防
火
帯
跡
地
を
道
路
用
地

と
し
て
整
備
し
た
も
の
で

す
。 北

九
州
の
戦
争
遺
跡

給
与
改
定
３
２
年
ぶ
り
の
高
水
準
、
子
育
て
支
援
拡
充

今
年
度
の
給
与
改
定
交
渉
は
10
月
23
日
ま
で
に
全
日
程
の
約
半
分
を
終
え

ま
し
た
。
今
年
度
大
き
く
変
わ
っ
た
点
と
し
て
、
予
備
交
渉
が
始
ま
り
ま

し
た
。
内
容
は
、
窓
口
同
士
が
交
渉
の
流
れ
や
争
点
を
整
理
す
る
な
ど
で

す
。
一
定
の
成
果
は
あ
が
っ
て
い
ま
す
が
、
後
半
の
交
渉
で
は
さ
ら
な
る

成
果
に
つ
な
げ
ら
れ
る
よ
う
に
努
力
し
ま
す
。

（
２
面
に
給
与
改
定
の
ポ
イ
ン
ト
一
覧
を
掲
載
し
て
い
ま
す
。
）

２０２4年
給与改定交渉
大綱提示
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オ
ン
ラ
イ
ン
フ
ォ
ー
ラ
ム
で
は
教

育
の
つ
ど
い｢

参
加
と
共
同
の
学
校

づ
く
り
分
科
会｣

共
同
研
究
者
の
宮

下
聡
さ
ん
（
都
留
文
科
大
学
教
職
支

援
セ
ン
タ
ー
）
を
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

に
迎
え
、
全
国
各
地
の
11
団
体
が
そ

れ
ぞ
れ
の
運
動
を
報
告
し
交
流
し
ま

し
た
。
北
九
州
市
か
ら
は
、
全
教
北

九
州
も
事
務
局
に
入
っ
て
い
る
「
北

九
州
子
ど
も
と
教
育
の
た
め
に
手
を

つ
な
ぐ
会
」
の
活
動
を
報
告
し
ま
し

た
。
年
２
回
の
「
共
育
集
会
」
や
教

育
委
員
会
等
に
よ
る
「
出
前
講
演
」
、

少
人
数
学
級
実
現
の
た
め
の
全
国
教

育
署
名
と
連
動
し
た
「
署
名
活
動
」

や
市
議
会
へ
の
請
願
署
名
・
陳
情
、

給
食
費
無
償
化
の
請
願
署
名
な
ど
の

と
り
く
み
で
、
子
ど
も
た
ち
の
豊
か

な
教
育
の
実
現
の
た
め
に
、
教
職
員

と
市
民
が
手
を
取
り
合
っ
て
活
動
し

て
し
て
い
る
様
子
を
報
告
し
ま
し
た
。

他
の
地
域
か
ら
は
、
教
職
員
と
大

学
生
が
語
り
合
う
会
（
香
川
）
、
児

童
館
設
立
の
運
動
（
岐
阜
・
大
垣
市
）
、

廃
線
に
反
対
す
る
高
校
生
の
署
名
活

動
に
自
治
体
も
動
い
た
話
（
岡
山
）
、

学
校
統
廃
合
反
対
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

（
岐
阜
）
、
私
学
助
成
運
動
、
各
地

の
教
育
懇
談
会
な
ど
の
と
り
く
み
が

報
告
さ
れ
ま
し
た
。
最
後
に
宮
下
さ

ん
か
ら
、
異
な
る
意
見
の
人
と
も
考

え
を
交
流
し
合
い
、
さ
ら
に
運
動
を

進
め
て
い
こ
う
と
提
起
が
あ
り
ま
し

た
。フ

ォ
ー
ラ
ム
の
終
了
後
、
都
内
で

パ
レ
ー
ド
を
行
い
ま
し
た
。
あ
い
に

く
の
小
雨
で
は
あ
り
ま
し
た
が
、

「
先
生
ふ
や
そ
う
」
「
ひ
と
り
ひ
と

り
に
む
き
あ
い
た
い
」
「
子
ど
も
た

ち
の
え
が
お
が
見
た
い
」
「
授
業
を

つ
く
る
時
間
が
ほ
し
い
」
「
か
ら
だ

を
休
め
る
時
間
が
ほ
し
い
」
「
家
族

と
過
ご
す
時
間
が
ほ
し
い
」
「
自
由

に
使
え
る
時
間
が
ほ
し
い
」
な
ど
と

声
を
出
し
な
が
ら
、
東
京
駅
前
か
ら

日
比
谷
公
園
ま
で
歩
き
ま
し
た
。
参

加
者
で
は
な
い
人
が
、
同
じ
よ
う
に

コ
ー
ル
し
て
い
る
の
を
見
ま
し
た
。

直
接
の
参
加
者
で
な
く
て
も
、
同
じ

思
い
の
人
は
た
く
さ
ん
い
る
と
確
信

し
ま
し
た
。

｢

１
７
４
１｣

は
日
本
の
地
方
公
共

団
体
の
総
数
で
す
。
全
教
・
教
組
共

闘
連
絡
会
議
で
は
、
全
国
津
々
浦
々

で
教
員
、
子
ど
も
、
保
護
者
を
は
じ

め
幅
広
い
市
民
が
参
加
で
き
る
教
育

に
関
す
る
集
会
や
懇
談
会
な
ど
を
実

施
し
て
、
教
育
を
め
ぐ
る
様
々
な
問

題
を
共
に
考
え
解
決
を
目
指
す
「
教

育
大
運
動
」
を
進
め
て
い
ま
す
。

考
え
を
交
流
し
合
い
さ
ら
に
運
動
を
す
す
め
よ
う

全
教
（
全
日
本
教
職
員
組
合
）
と
教
組
共
闘
連
絡
会
議
は
、
10

月
５
日
（
土
）
、
東
京
で
「
教
育
大
運
動1741

つ
な
が
る
フ
ェ

スfeat.
こ
の
ま
ま
で
は
学
校
が
も
た
な
い
！
」
を
開
催
し
ま
し
た
。

東
京
の
会
場
の
他
に
、
オ
ン
ラ
イ
ン
参
加
者
、
全
国
各
地
で
開
催

さ
れ
て
い
る
教
育
大
運
動
の
参
加
者
を
含
め
て
、
３
０
０
人
以
上

を
超
え
る
参
加
者
が
、
「
つ
な
が
り
」
ま
し
た
。

10
／
５

教
育
大
運
動
１
７
４
１
つ
な
が
る
フ
ェ
ス

教育大運動
1741

こ
の
ま
ま
で
は
学
校
が
も
た
な
い
！
せ
ん
せ
い

ふ
や
そ
う
！

給与改定のポイント
1.給与表の改定（平均改定率）

2.会計年度任用職員の給与･報酬の改定
改定時期は2024年4月1日に遡及して行う
（但し、週15.5時間未満の人は12月1日から）

3.期末勤勉手当

4.給与制度のアップデート
・扶養手当
配偶者に係る手当を廃止する。経過措置としてR7.
4.1からR8.3.31までの間は月額3500円支給。
子に係る手当を月額1万円から1万3千円とする。経
過措置としてR7.4.1からR8.3.31までの間は月額11
500円支給。

・地域手当―4％に改定する。経過措置としてR7.4.1
からR8.3.31までの間は3％。

・住居手当―再任用教職員にR7.4.1から支給する。
・単身赴任手当―採用に伴い単身で住居を60キロ以
上移転する教職員にR7.4.1から支給する。

5.特殊勤務手当制度の改正
・災害応急対策業務手当（日額1080円）の新設
教職員が災害対策基本法第2条第1号に掲げる災害
が発生し、国または地方公共団体等の要請に基づ
き北九州市以外の地方公共団体に派遣され災害応
急対策等の業務に従事したときに支給。

6.定年引き上げに伴う退職手当の基本額の計算
方法に係る特例の改正

（省略）

7.育児を行う教職員の時間外勤務等の制限の改
正（R7年度より実施）

・対象となる子の範囲を現行の｢3歳に満たない子｣か
ら｢小学校就学の始期に達するまでの子｣に改正。

8.｢子育て部分休暇｣の新設（R7年度より実施）
・1日2時間以内、30分単位で無給の休暇がとれる。
・満6歳に達する日後の最初の4月1日から満9歳に達
する日以後の最初の3月31日までにある子を対象
（これまでの小学校入学までから、3年生の終了ま
でに足伸ばし）

・障害のある子の場合、さらに12歳に達する日以後
の3月31日まで。

・勤勉手当における勤務期間の算定方法では、勤務を
しなかった時間を日に換算し30日に達するまでの
期間は、勤務期間から除算しないこととする。

・会計年度任用職員には適用しない。

9.早期希望退職
・昨年と同様
・2025年度は退職日現在50歳以上57歳未満

10.被服貸与基準の改正（廃止となるもの）
・幼稚園の保育服、小・中学校（特別支援学級担当教
員）特別支援学校教員のトレーニングウエア、特
別支援学校訪問学級担当教員の白衣、寄宿舎指導
員・会計年度任用職員（介助員・給食介助員・特
別支援教育介助員）のトレーニングウエア、会計
年度任用職員（実習助手）のトレーニングウエア
または作業服上下

再任用以外 再任用
小中学校教諭 4.85%（15513円） 6900円増額
特支教諭 4.70%（14827円） 6900円増額
行政職 3.83%（11982円） 6900円増額

再任用以外 再任用 会計年度
R6年度冬季 2.35月 1.225月 2.35月
R7年度夏季 2.30月 1.20月 2.30月


